
 日行連受理印  単位会受理印 

様式第１号（第２条関係） 

行 政 書 士 登 録 申 請 書 
令和   年   月   日

日本行政書士会連合会 
会 長    殿 

氏  名   ○印
行政書士法第６条第１項により、行政書士の登録を受けたいので申請します。 

ふりがな 性 別 男 ・ 女

氏 名 生年月日 
明・大・昭・平 

年   月  日

属   性 □個人開業  □行政書士法人の社員 □行政書士の使用人  □行政書士法人の使用人

本   籍 

住   所 
(〒  －  )    ℡  （    ） 

事務所の名称 ※１（法人番号： ）

事務所の所在地 
(〒  －  )    ℡  （    ） 

※2 主たる事務所の所在地
(〒  －  )    ℡  （    ） 

資 格 
行政書士試験合格   都道府県    年度 第  号 

その他資格 □行政書士法第2条第 号該当 □昭和26年法律第4号附則第2項該当

行政書士以外の類似資格 
1.弁護士 2.弁理士 3.公認会計士 4.税理士 5.司法書士 6.建築士 7.調査士 

8.社労士 9.宅建士 10.測量士 11.不動産鑑定士12.海事代理士 13.その他 

過去の行政書士登録 有 ・ 無 過去の特定行政書士付記 有 ・ 無 

（備考）※1.既存行政書士法人の社員又は使用人となる場合のみ記載すること。 
※2.属性が社員又は使用人であり、所属又は勤務する事務所が行政書士法人の従たる事務所である場合のみ記載

すること。
注1：未設立行政書士法人の社員は、設立予定である法人事務所の名称及び所在地を記載すること。
注2：現金納付に係る領収証書による場合は裏面に貼り付けること。（２カ所に割印して提出すること。）

（以下 日本行政書士会連合会使用欄） 

添付書類 

単位会会長意見書 資格を証する書面 誓約書 

戸籍抄本 職歴の補足資料 法第2条の2第二号証明書 

住民票 学歴証明書 本人の写真 

履歴書 合同・共同事務所届出書 

決裁 

会 長 副会長 委員長 委 員 

点検 

局 長 次 長 課 長 係 長 課 員 

受付番号（    ） 

収入印紙 

－３万円－ 

消印しないこと



〔書式１〕 

履  歴  書 
ふりがな 

本人写真 

貼付位置 

タテ   ヨコ
3cm × 2.5cm 

【提出の日前 3 か月以内】 

氏  名 

注）楷書体でくずさずに正確に書くこと。 

  大正 
  昭和 年    月 日生   （ ）歳 
  平成 

男  ・ 女

現 住 所 

注）都道府県名から書くこと。 

学 歴 ・ 職 歴 

注）学校教育法及び教育基本法に定める義務教育修了以降現在まで、無職や休職の期間も記載し、現在の状況まで明確になるよう中
断なく記載すること。 

  年  月 官公署、会社、団体等 所 在 地 
（都道府県・市区町村名） ~   年  月 主な職務内容 

~ 

~ 

~ 

~ 

~ 

~ 

~ 

~ 

~ 

~ 

~ 



~ 

~ 

~ 

~ 

~ 

行政書士事務所 

所在地 

市区町村名のみ 〔事務所から自宅までの所要時間（利用交通手段は不問)  約 分〕 

形 態 
1. 自宅兼事務所 2. 自宅以外の独立事務所 3. 共同・合同事務所 4. 法人内事務所

注）共同事務所…行政書士が複数で、同一室内に事務所を設置する場合 
  合同事務所…行政書士が他士業者と、同一室内に事務所を設置する場合 

使用権 1. 自己所有 2. 親族所有 3. 賃貸借契約 4. 使用貸借契約

行政書士業務の遂行について 

行政書士法第 6 条の 2 第 2 項第 1 号には該当せず、行政書士の業務を行うことに支障ありません。 

上記のとおり相違ありません。 

令和   年   月 日 

氏 名 印 

注）提出日を記入し、自筆署名のうえ、申請書と同一の印を押すこと。 

※申請書類に重大な偽りの記載をした場合は、登録を取り消されることがある

ので注意すること。

（行政書士会） 

受 付 欄 



誓約書 
令和  年  月  日 

日本行政書士会連合会 
会 長        殿 

住    所 

事務所所在地 
 （予  定） 

氏    名 
 （自  署）             ○印  

 
私は、この度行政書士の登録申請をするにあたり、次のことを誓約いたします。

違背した場合には、厳正なる処分を受けても異議はありません。 
１ 私は、行政書士法第２条の２に定める事項のいずれにも該当いたしません。 
２ この度の行政書士登録申請については一切の偽りその他不正手段による

ものではありません。 
３ 私は、行政書士法及び関係法令並びに貴会の会則その他規則を遵守するこ

とを誓約し、会員名簿（貴会会則第７４条の３に基づき、事業、財務及び懲

戒処分等の情報の公表等に関する規則第２条第３号に定めるものをいう。）に

掲載されることを承諾いたします。 
４ 私は、現在反社会的勢力とは一切関係を持っておらず、今後も一切関係を

持たないことを誓約いたします。 
 
《参照》             行 政 書 士 法 
（欠格事由） 

第 2 条の 2 次の各号のいずれかに該当する者は、前条の規定にかかわらず、行政書士となる資

格を有しない。 

一 未成年者 

二 破産手続開始の決定を受けて復権を得ない者 

三 禁錮以上の刑に処せられ、その執行を終わり、又は執行を受けることがなくなってから 3 年

（平成 20 年 7 月 1 日前に刑に処せられた者については 2 年）を経過しない者 

四 公務員（特定独立行政法人又は特定地方独立行政法人の役員又は職員を含む）で懲戒免職の

処分を受け、当該処分の日から 3 年（平成 20 年 7 月 1 日前に当該処分を受けた場合は 2 年）

を経過しない者 
五 第 6 条の 5 第 1 項の規定により登録の取消し処分を受け、当該処分の日から 3 年（平成 20

年 7 月 1 日前に当該処分を受けた場合は 2 年）を経過しない者 
六 第 14 条の規定により業務の禁止の処分を受け、当該処分の日から 3 年（平成 20 年 7 月 1 日

前に当該処分を受けた場合は 2 年）を経過しない者 

七 懲戒処分により、弁護士会から除名され、公認会計士の登録の抹消の処分を受け、弁理士、  

税理士、司法書士若しくは土地家屋調査士の業務を禁止され、又は社会保険労務士の失格処

分を受けた者で、これらの処分を受けた日から 3 年を経過しないもの 
八 税理士法（昭和 26 年法律第 237 号）第 48 条第１項の規定により同法第 44 条第三号に掲げ

る処分を受けるべきであつたことについて決定を受けた者で、当該決定を受けた日から３年

を経過しないもの 

                    
様式第 2 号（第 3 条第 2 項第 2 号関係）          



様式第１号の１（会則施行規則第２条）

年 月   日

東京都行政書士会

会長    殿

 氏名  印

入 会 届 （個人）  

下記のとおり入会したので、お届けいたします。

ふりがな 性 別 男  ・  女

氏 名 生年月日
大正 
昭和 年  月  日 
平成 

属 性 □個人開業 □行政書士法人の社員 □行政書士の使用人 □行政書士法人の使用人

本 籍

自宅住所
〒     － 

（TEL. － － ）（FAX. － －      ） 

事務所の 

名称

使用人の場合は、雇用主の氏名

事務所 

所在地

〒     － 

TEL. －      －  FAX.     －      －

携帯.  －  － E-mail. @ 

資 格

１．行政書士試験合格 ２．弁 護 士 ３．弁 理 士

４．公 認 会 計 士  ５．税 理 士 ６．行 政 事 務

※登録資格の番号を○で囲んでください。

主たる業務（※下記より３つお選び下さい。決まっていない場合はお選び頂かなくても結構です。）

１． 国籍・外国人関係 ２．教育関係 ３．廃棄物処理業関係 ４．公害防止関係 
５．建設・宅建関係 ６．土地・建物利用関係 ７．警察関係 ８．消防関係 
９．風俗・飲食業関係 １０．観光関係 １１．運輸関係 １２．民事関係
１３．商事関係 １４．刑事関係 １５．製造業関係 １６．貿易関係 
１７．医療・介護関係 １８．会計業務関係 １９．知的財産権関係
２０．会社・法人設立関係 ２１．その他

過去の 
行政書士登録

有 ・ 無
過去の特定

行政書士付記
有 ・ 無

登録年月日 

登録番号

令和  年  月  日

第 号
会員番号

 

確  認 点  検 

会 長 副会長 総務部長 局 長 次 長 課 長 担 当 

※太線内は記入しないでください。

写真貼付欄

縦 3cm× 

横 2.5cm 




